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研究成果の概要： 
 統計解析の結果，時間の主効果は LASMI 持続性・安定性，目標に対する実行度，満
足度において有意差がみられた．介入前後と各群間の交互作用は実行度，満足度において
有意差がみられた．単純主効果検定の結果，実行度，満足度において対照群と MTDLP 実
施群で介入後に平均スコアが上昇した． 
本研究の結果からMTDLPを用いたGHにおける介入は半年後の対象者の目標に対する

遂行度及び実行度を高めるために有用であることが示唆された． 
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1．研究の背景 
精神保健医療福祉領域における生活行為

向上マネジメント（以下 MTDLP）の効果
は，MTDLP を用いた個別的支援が入院中
の統合失調症者の社会生活能力改善に有効
であり，介入前後の比較ではリカバリー意
識を促進すること1），訪問作業療法におい
てMTDLPを用いた介入が社会機能を改善
させること2），他いくつかの実践3）-6）が報
告されている． 
障害者総合支援法における共同生活援助

（以下 GH）への作業療法士（以下 OT）
の配置は日本作業療法士協会の統計による
と91名7）で当該領域へは積極的な参入が期
待されている8）が，具体的な配置効果の検
証がなされた報告はない． 
 
2．研究の目的 
精神障害者を対象とした GH において，

OT が MTDLP を用いて介入を行うことが
対象者のリカバリー意識，主観的な生活の

しづらさや社会生活能力等に及ぼす効果を
明らかにすることを目的とする． 
 
3．研究の方法 
研究デザインは非ランダム化比較試験と

し，対象は研究開始時点で GH 利用中かつ
受給者証の障害区分が精神障害かつ質問紙
に対して適当な回答が見込める者とした． 
介入は3群に分け，OT 以外の職種が個別

支援計画の作成および介入（a），OT が個
別支援計画の作成および介入（b），OT が
MTDLP の作成および介入（c）として，介
入期間はそれぞれ6ヶ月間とした．MTDLP
の実施については日本作業療法士協会が実
施する基礎研修の受講または，同協会認定
MTDLP 指導者の指導を受けた者が生活行
為向上マネジメントシートを用いて計画の
作成を行った他，同指導者の下で計2回の
事例検討会を開催し，助言を受けた． 
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には書面で同意を得て実施した． 
1）アウトカム 
計画作成者情報，対象者基本属性，MT

DLP もしくは個別支援計画における対象
者の主たる目標に対する実行度及び満足度
を取集した． 
尺度として以下を使用した． 

（1）日本語版 Recovery Assessment Sca
le（RAS）9） 
パーソナルリカバリーの程度を測定する

もので，24項目，5件法，自記式である．
スコアが高い程主観的リカバリーの程度が
高い． 
（2）WHO 障害評価面接基準（WHO Dis
ability Assessment Schedule2.0; WHO-
DAS2.0）10） 
 主観的な生活の困難さを測定するもので，
36項目，5件法，自記式．スコアが低い程
主観的な生活上の困難さの程度が低い． 
（3）精神障害者社会生活評価尺度（Life 
Assessment Scale for the Mentally Ⅲ;
 LASMI）11） 
 客観的な社会生活能力を測定するもので，
40項目，5件法，評価者記入式．スコアが
低い程客観的な社会生活能力が高い． 
 
2）サンプルサイズ 
 主分析を反復測定分散分析（有意水準5%，
効果量はη2の中程度である0.06，検定力0.
8，3群で測定回数は2回，反復測定間相関0.
5，球面性仮定が当てはまると仮定）を実
施する想定で G*power12）にて計算をする
と，合計対象者は42名となる．協力を得ら
れない者，データ欠損等の発生を約10％と
想定し48名（各群16名）を募集目標人数と
した． 
 
3）割付け方法 
 スノーボール・サンプリング方式で計9
事業所を選定した．その後，事業所ごとに
OTR 配置の有無および MTDLP 研修受講
の可否によって，3群に割付を行った．事
業所ごとの GH 利用期限の有無，事業所所
在地域は各群同一数とした． 
 
4）統計学的手法 
計画作成者情報及び対象者基本情報につ

いては名義尺度をχ2検定，その他項目を k
ruskal-Wallis 検定を用いて分析した．尺度
については3群のベースラインに差がない
ことを確認するため，事前に Shapiro-Wil
k 検定で正規性を確認したところ複数の変
数で正規性が否定されたため，Kruskal-W
allis 検定を用いて分析した．有意差がみら
れた項目については Steel-Dwass-Critchlo
w-Fligner 法による多重比較を行った．次
に3群と介入前後（ベースライン，6ヶ月後）

を要因とした反復測定分散分析を行い，各
指標（RAS，WHO-DAS2.0，LASMI）に
関して各群と介入前後の主効果および交互
作用を確かめた．交互作用が有意であった
場合は単純主効果検定を行い，各群の差を
確かめた．統計処理には JASP または Ja
moviを使用し，有意水準を5％未満とした． 
 
4．研究成果 

7事業所47名が最終解析対象者となった．
ドロップアウトは全体5／52人（9.6%），a
群2／20人（10.0%），b 群2／20人（10.0%），
c 群1／12人（8.3%），うち理由が入院によ
るものは2人であった．計画作成者情報及
び対象者基本情報において，群間で有意差
はみられなかった．各尺度のベースライン
の比較においては，LASMI 持続性・安定
性（p=.01, ε2=.19, a<c），目標に対する
主観的な実行度（p=.04, ε2=.14, b<c）で
有意差がみられた． 
反復測定分散分析の結果，事前・事後の

主効果は LASMI 持続性・安定性，各々
の目標に対する主観的な実行度，満足度に
おいて5%水準で有意差がみられた（F（1,
44）=14.16，p<.01，η2=.07；F（1,44）=
40.24，p<.01，η2=.15；F（1,44）=33.20，
p<.01，η2=.11）．介入前後と各群間の交互
作用は各々の目標に対する主観的な実行度，
満足度において5%水準で優位差がみられ
た（F（2,44）=9.76，p<.01，η2=.07；F
（2,44）=7.31，p=<.01，η2=.05）． 
交互作用が有意であったため，単純主効

果検定を行った．その結果，目標に対する
主観的な遂行度は a 群と c 群で介入後に平
均スコアが上昇していた（F（1）=6.05，p
=.02；F（1）=41.81，p<.01）．また，満足
度は a 群と c 群で介入後に平均スコアが上
昇していた（F（1）=10.44，p<.01；F（1）
=49.50，p<.01） 
以上からGHにおける介入については通

常の介入またはMTDLPを用いることが遂
行度と満足度の改善に有用であり，OT 配
置だけでは有効な効果が認められなかった．
また，すべての群で介入前後の比較におい
て GH の利用は生活の安定性を高めた．精
神病床を退院した患者の再入院率は退院後
3か月で23％，6ヶ月で30%，1年で37％と
されており13），今回の対象と単純な比較は
できないが，より低い再入院率であったこ
とからも安定性の向上に寄与していること
が示唆される．一方，リカバリー意識，主
観的な生活のしづらさについては今回の介
入においては有意な差がみられなかった． 
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